
令和６年度第１回川崎市環境審議会 
 

令和６年５月 15 日（水）午前 9 時 30 分から 

川崎市役所本庁舎復元棟 301～302 会議室 

対面及びテレビ会議（Zoom） 

次  第  

○  開  会  
 
○  委  嘱  

１  委 員 の 委 嘱  
２  環 境 審 議 会 の 説 明  
３  会 長 及 び 副 会 長 の 選 出  

 
○  議  題  
１  今 後 の 大 気 ・ 水 環 境 行 政 に お け る 事 業 者の 自 主 的 取 組 の あ り 方 に つ い て  

（ 諮 問 ） 及 び 大 気 や 水 な ど の 環 境 保 全 部 会 の 設 置 に つ い て  
２  川 崎 市 一 般 廃 棄 物 処 理 基 本 計 画 等 の 改 定の 考 え 方 に つ い て （ 諮 問 ） 及 び  
  資 源 循 環 部 会 の 設 置 に つ い て  

 
○  その他  
 
○  閉  会  
 



 

配  付  資  料  

・ 資 料 １    川 崎 市 環 境 審 議 会 に つ い て  

・ 資 料 ２ － １  今 後 の 大 気 ・ 水 環 境 行 政 に お け る 事 業 者 の 自 主 的 取 組 の あ り 方 に つ い て  

（ 諮 問 ）  

・ 資料２－２－（１）今 後 の 大 気 ・ 水 環 境 行 政 に お け る 事 業 者 の 自 主 的 取 組 の あ り 方 に つ い て  

・ 資料２－２－（２）川 崎 市 の 大 気 ・ 水 環 境 の 現 状 に つ い て  

・ 資 料 ２ － ３  大 気 や 水 な ど の 環 境 保 全 部 会 の 設 置 及 び 諮 問 の 取 扱 い 等 に つ い て （ 案 ）  

・ 資 料 ３ － １  川 崎 市 一 般 廃 棄 物 処 理 基 本 計 画 等 の 改 定 の 考 え 方 に つ い て （ 諮 問 ）  

・ 資 料 ３ － ２  川 崎 市 一 般 廃 棄 物 処 理 基 本 計 画 等 の 改 定 の 考 え 方 に つ い て  

・ 資 料 ３ － ３  資 源 循 環 部 会 の 設 置 及 び 諮 問 の 取 扱 い 等 に つ い て （ 案 ）  

・ 参 考 資 料 １  川 崎 市 環 境 審 議 会 委 員 名 簿  

・ 参 考 資 料 ２  市 側 出 席 者 名 簿  

・ 参 考 資 料 ３  川 崎 市 環 境 基 本 条 例 ・ 施 行 規 則  

・ 参 考 資 料 ４  川 崎 市 環 境 審 議 会 の 概 要  

・ 参 考 資 料 ５  令 和 ６ 年 度 の 川 崎 市 の 組 織 （ 環 境 審 議 会 関 係 ）  



川崎市環境審議会について 

 

１ 根拠条例 

 川崎市環境基本条例（平成３年川崎市条例第28号） 

 

２ 目的と所掌事務 

(1)  目的及び設置（条例第13条第1項） 

   環境行政の総合的かつ計画的な推進について調査審議するほか、環境の保全に関する重要事項について専門的に

調査審議するため、川崎市環境審議会を置く。 

 (2) 所掌事務（条例第13条第2項） 

   審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

  ア この条例その他環境の保全に関する条例によりその権限に属させられた事項 

(ｱ) 環境目標値の設定に関すること。（条例第３条の２第１項） 

 (ｲ) 環境基本計画の策定等に関すること。（条例第９条第１項） 

 (ｳ) 環境基本計画年次報告書に関すること。（条例第９条の２第２項） 

(ｴ) 環境調査を行うために必要な指針の作成に関すること。（条例第12条第２項） 他 

イ その他環境の保全に関し市長が必要と認めた事項 

   法律に定められた審議事項  他 

 (3)  部会（条例第13条第10項） 

   審議会は、規則で定めるところにより、部会を置くことができる。 

 

資料１ 



 

 

３ 諮問案件の審議の主な流れ 

 

川崎市 
 

環境審議会  

各部会  

 

※川崎市環境基本条例第13条第11項及び川崎市環境基本条例施行規則第14条の４の規定に基づき、審議会は、あら

かじめ決議を行うことにより、部会の決議をもって審議会の決議とすることができる。 

 

案件 

内容・取扱検討 

内容検討・答申案作成 

答申案確定※ 

諮問 

部会へ付議 答申案報告 

施策へ反映 

答申 



６川環推第２６１号 

令和６年５月１５日 

 

 川崎市環境審議会 
 会長       様 

 

川崎市長 福田 紀彦   

 

今後の大気・水環境行政における事業者の自主的取組のあり方について（諮問） 

 

 川崎市環境基本条例（平成3年川崎市条例第28号）第 13条第 2項第 2号の規定に基づ

き、標記の件について、貴審議会の御意見を伺います。 

 

（諮問の趣旨） 

 本市では、これまで規制を中心とした公害対策により、多くの項目で環境基準を達成す

るなど、大気や水などの環境は大幅に改善してきました。 

平成１２年度に施行された「川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例」には、「環

境配慮書制度」や「環境負荷低減行動計画制度」などを規定して、事業者の自主的取組の

促進を図ってまいりました。 

令和４年３月には、更なる環境負荷低減に取り組むため、法律や条例に基づくこれまで

の取組に加え、「事業者の自主的な取組の促進」や「多様な主体との協働・連携」など、新

しい取組の柱を盛り込んだ「川崎市大気・水環境計画」を策定したところです。 

今後の事業者の自主的取組の促進につきましては、本市の現状や他分野の条例との関係

性、社会情勢の変化等に合わせるとともに、事業者からの制度に対する御意見も踏まえ、

更に事業者へ自主的取組を促していく制度について検討していくため、「今後の大気・水環

境行政における事業者の自主的取組のあり方」について、貴審議会の専門的かつ幅広い見

地に立った御意見を伺うものです。 

 

 

（環境局環境対策部環境対策推進課） 

電話 ０４４－２００－２５０６ 

資料２－１



















【第２章】４．市条例上の制度①

 環境配慮書制度
◎従業員５０人以上の事業所等が、指定
施設の設置又は変更の許可申請時に環
境配慮の取組について提出する

◎記入式（環境配慮項目：最大５１項目）
◎３２６事業所が対象

 環境負荷低減行動計画制度
◎環境配慮書対象事業者が、環境への負荷低減に向けた中長期な行動計画を作成する
◎計画期間は５年間（計画目標作成⇒実績報告提出）
◎選択・採点方式（環境配慮項目：最大２９３項目）
◎一定規模以上の事業所は提出義務 ５２事業所

対象一覧
規模の大きな事業所を対象とした制度設計

9

一定規模以上の
事業所

（52事業所）

環境配慮書 対象外

環境負荷低減
行動計画書 対象外

指定事業所
（2800事業所）

従業員50人以上
（326事業所）

任意提出

提出義務
（設置・許可申請時）

提出義務

事業所数
(R5末)



























一定規模以上の
事業所

（52事業所）

環境配慮書

環境負荷低減
行動計画書

指定事業所
（2800事業所）

従業員50人以上
（326事業所）

任意提出
（環境行動事業所の認定要件へ）

事業所数
(R5末)

提出義務
（設置・許可申請時）

事業所数
(R5末)

【第３章】２．今後の論点について

22

見直しの方向性 １
中小事業所における自主的な取組の促進を検討

 環境行動事業所制度の認定要件拡大
見直し案現 状 環境負荷低減行動計画書の提出やエコアクション21

など外部の公的機関が認定した認証制度へ要件を
拡大⇒中小事業所も認定対象へ

現 状：規模要件あり 見直し案：全ての指定事業所対象

ISO14001取得

 様式を簡素化へ

一定規模以上の
事業所

（52事業所）

環境配慮書 対象外

環境負荷低減
行動計画書 対象外

指定事業所
（2800事業所）

従業員50人以上
（326事業所）

任意提出

提出義務
（設置・許可申請時）

提出義務

事業所数
(R5末)























大気や水などの環境保全部会の設置及び諮問の取扱等について（案） 

 

１ 部会の設置、諮問の付議及び決議について 

  諮問案件「今後の大気・水環境行政における事業者の自主的取組のあり方について」は、専門的な調査・審議を

行う必要があることから、川崎市環境基本条例施行規則（以下「規則」という。）第 14条の２第１項の規定に基づ

く部会として「大気や水などの環境保全部会」を設置するとともに、規則第 14条の３第１項の規定に基づき、具体

的な調査・審議を同部会に付議することとし、同条第２項の規定により、付議を受けた部会は、当該付議に係る事

項について調査審議し、その結果を審議会に報告するものとする。 
 

２ 部会の委員候補について 

  大気や水などの環境保全部会の委員は、次のとおりとする。（部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。） 

 氏 名 所属等 専門分野等 備考 

1 関口 和彦 埼玉大学大学院理工学研究科教授 環境化学、エアロゾル科学、汚染制御技術  

2 吉村 千洋 東京工業大学環境・社会理工学院教授 土木工学  

3 與本 剛三 市民公募 市民代表  

4 若松 伸司 愛媛大学名誉教授 大気環境科学  

5 鷲北 栄治 川崎公害病患者と家族の会 市民代表  

6 神長 唯 都留文科大学教養学部地域社会学科教授 環境社会学 臨時委員 

7 中嶋 豊 川崎商工会議所 市民代表 臨時委員 

 

 

資料２－３ 



 
 ６川環廃政第２２号  

令和６年５月１５日  
 
川崎市環境審議会 
会長 様 

 
   川崎市長 福 田 紀 彦  

 
川崎市一般廃棄物処理基本計画等の改定の考え方について（諮問） 

 
 
 川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条例（平成４年１２月２４日 

川崎市条例第５１号）第４５条の２の規定に基づき、標記の件について、貴審

議会の御意見を伺います。 
 
（諮問の趣旨） 
 本市においては、平成２８年３月に「地球環境にやさしい持続可能なまちの

実現をめざして」を基本理念として策定した「川崎市一般廃棄物処理基本計画」

に基づき、市民・事業者・行政が一体となった取組を推進してきました。 
 この間、脱炭素化への対応や新型コロナウイルス感染症の影響による生活様

式の変化等に伴うごみの量・質の変化に対応するため、具体的な施策を定めた

行動計画を策定し様々な施策を推進した結果、市民１人１日あたりのごみ排出

量は、基本計画の目標年度より前倒しで達成しており、他の目標についても概

ね達成が見込まれるなど、一定の成果をあげてきています。また、令和４年３

月に産業廃棄物処理指導計画を策定し、事業者の適正処理及び減量・資源化等

の取組を推進しています。 
 一方、第５次循環型社会形成推進基本計画の議論が進められており、資源循

環のための事業者間連携の重要性など、循環経済への移行による持続可能な地

域と社会づくりが謳われており、一般廃棄物と産業廃棄物の一体的な取組がよ

り効果的であると考えているところです。 
ついては、これまでの成果及び社会状況の変化等を踏まえつつ、令和７年度

までの現行計画に代わる、令和８年度を始期とする新たな基本計画の改定の考

え方について、貴審議会の専門的かつ広い見地に立った御意見を伺うものです。 
 
 

  （環境局生活環境部廃棄物政策担当） 
電話 ０４４－２００－２５５７  

 

資料３－１ 

























































資源循環部会の設置及び諮問の取扱等について（案） 
 

１ 部会の設置、諮問の付議及び決議について 

  諮問案件「川崎市一般廃棄物処理基本計画等の改定の考え方について」は、専門的な調査・審議を行う必要があ

ることから、川崎市環境基本条例施行規則（以下「規則」という。）第 14条の２第１項の規定に基づく部会として

「資源循環部会」を設置するとともに、規則第 14条の３第１項の規定に基づき、具体的な調査・審議を同部会に付

議し、同条第２項の規定により、付議を受けた部会は、当該付議に係る事項について調査審議し、その結果を審議

会に報告するものとする。 
 

２ 部会の委員候補について 

  資源循環部会の委員は、次のとおりとする。（部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指名する。） 
 氏 名 所属等 専門分野等 備考 

1 濃沼 健夫 川崎市全町内会連合会副会長 市民代表  

2 篠倉 美紀 市民公募 市民代表  

3 寺園 淳 
国立研究開発法人 国立環境研究所 

資源循環領域 上級主席研究員 
環境工学  

4 藤倉 まなみ 桜美林大学リベラルアーツ学群（環境学専攻）教授 
環境政策、環境システム科学、

廃棄物・土壌汚染・悪臭 
 

5 宮脇 健太郎 明星大学理工学部総合理工学科（環境科学系）教授 廃棄物工学、衛生工学  

6 徳野 千鶴子 川崎市地球温暖化防止活動推進センター 市民代表 臨時委員 

7 森川 友生男 川崎市一般廃棄物処理業連絡協議会会長 市民代表 臨時委員 

8 渡辺 敏彦 神奈川県産業資源循環協会 川崎地区委員会 副委員長 市民代表 臨時委員 

 

資料３－３ 



       第 11 期 川崎市環境審議会委員名簿（50音順、敬称略） 

 氏 名 所属等 専門分野等 備考 

1 飯田 晶子 東京大学大学院工学系研究科特任講師 緑地環境学  

2 池田 俊介 市民公募 市民代表  

3 石山 一可 川崎商工会議所副会頭 市民代表  

4 神長 唯 都留文科大学教養学部地域社会学科教授 環境社会学 臨時 

5 濃沼 健夫 川崎市全町内会連合会副会長 市民代表  

6 佐土原 聡 横浜国立大学名誉教授／学長特任補佐 都市環境工学  

7 篠倉 美紀 市民公募 市民代表  

8 関口 和彦 埼玉大学大学院理工学研究科教授 
環境化学、エアロゾル科学、

汚染制御技術 
 

9 田口 澄也 セレサ川崎農業協同組合代表理事副組合長 市民代表  

10 寺園 淳 
国立研究開発法人 国立環境研究所 

資源循環領域 上級主席研究員 
環境工学  

11 徳野 千鶴子 川崎市地球温暖化防止活動推進センター 市民代表 臨時 

12 中島 伸 
東京都市大学都市生活学部都市生活学科 

准教授 
都市工学、都市計画  

13 中嶋 豊 川崎商工会議所 市民代表 臨時 

14 馬場 健司 東京都市大学環境学部教授 環境政策論、政策過程  

15 藤倉 まなみ 
桜美林大学リベラルアーツ学群（環境学専攻）

教授 

環境政策、環境システム科

学、廃棄物・土壌汚染・悪臭 
 

16 藤野 純一 
公益財団法人地球環境戦略研究機関（IGES）上席研究員

／サステイナビリティ統合センタープログラムディレクター 
環境・エネルギーシステム  

17 水庭 千鶴子 
東京農業大学地域環境科学部造園科学科 

教授 
造園、緑地環境  

18 宮脇 健太郎 
明星大学理工学部総合理工学科（環境科学系）

教授 
廃棄物工学、衛生工学  

19 森川 友生男 川崎市一般廃棄物処理業連絡協議会会長 市民代表 臨時 

20 森脇 厚一郎 市民公募 市民代表  

21 吉村 千洋 東京工業大学環境・社会理工学院教授 
環境光化学、環境工学、応用

生態工学 
 

22 與本 剛三 市民公募 市民代表  

23 若松 伸司 愛媛大学名誉教授 大気環境科学  

24 鷲北 栄治 川崎公害病患者と家族の会 市民代表  

25 渡辺 敏彦 
神奈川県産業資源循環協会 川崎地区委員会 

副委員長 
市民代表 臨時 

 ※任期：令和６年４月１日から令和８年３月31日まで（臨時委員はこの限りでない） 

参考資料１



市側出席者名簿 

 

【環境局関係者】 

所属等 氏名 

環境局長 菅谷 政昭 

環境局総務部長 日向 幸雄 

環境局総務部企画課長 藤田 晃央 

環境局脱炭素戦略推進室長 神山 武久 

環境局脱炭素戦略推進室 担当部長 間島 哲也 

環境局環境対策部長 藤田 周治 

環境局生活環境部長 水口 伸介 

環境局廃棄物政策担当部長 山本 隆之 

環境局施設部長 石原 賢一 

環境局環境対策部地域環境共創課長 喜多 智英 

環境局環境対策部環境対策推進課長 千室 麻由子 

環境局廃棄物政策担当課長 山田 俊彦 

環境局生活環境部廃棄物指導課長 木下 佳也 

 

【建設緑政局関係者】 

所属等 氏名 

建設緑政局総務部長 櫻井 雅幸 

建設緑政局緑政部みどりの管理課長 中村 豊 
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 環境基本条例 
 

川崎市環境基本条例 川崎市環境基本条例施行規則 

平成３年 12 月 25 日川崎市条例第 28 号 

最近改正 令和３年３月 24 日川崎市条例第８号 

 

目次 

前文 

第１章 総則（第１条～第７条） 

第２章 環境基本計画（第８条～第９条の２） 

第３章 環境行政の総合調整（第 10 条～第 12 条） 

第４章 環境審議会（第 13 条） 

第５章 補則（第 14 条～第 18 条） 

附則 

 

人は、これまで、空気、水、土、様々な生物など

の自然が有する諸能力を無限のものとして考え、生

活の便利さや物の豊かさを求めて、資源、エネルギ

ーなどを大量に消費する社会経済活動を続けてき

た。 

しかし、今日、そうした活動は環境へ多大な負荷

を与え、自然の再生能力を超える規模となり、すべ

ての生物の存続の基盤である地球の環境を脅かす

までになっている。 

多摩川や多摩丘陵という自然に恵まれた川崎は、

その地理的条件を生かしながら、産業の集積と人口

の増加により、我が国でも有数の活力ある大都市と

して発展してきた。しかし、一方では、拡大した生

産活動や都市活動、多様化した消費生活などによ

り、深刻な公害や自然の破壊に直面することとなっ

た。 

もとより、すべての人は、健康で文化的な生活を

営む上で必要となる安全で健康かつ快適な環境を

享受する権利を有するとともに、このような環境を

保全し、将来の世代に引き継ぐべき責務を有してい

る。 

私たちは、自らが環境に負荷を与えている存在で

あることを改めて確認し、公害の絶滅を期し、健全

で恵み豊かな環境を維持しつつ、環境への負荷の少

ない持続的発展が可能な社会を構築していかなけ

ればならない。 

ここに、私たちは、市、市民及び事業者がそれぞ

れの役割を分担して、自主的かつ積極的にその責任

を果たし、相互に協力することによって、清浄な空

気、清らかな水、豊かな緑に恵まれた美しく住みよ

平成４年６月 24 日川崎市規則第 54 号 

最近改正 令和４年３月 31 日川崎市規則第 10 号 

 

目次 

 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 環境基本計画（第３条～第５条の２） 

第３章 環境行政・温暖化対策推進総合調整会議 

（第６条～第 12 条） 

第４章 環境審議会（第 13 条～第 16 条） 

 

附則 
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いふるさと・川崎を実現するため、この条例を制定

する。 

   

  第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、環境の資源としての有限性を

認識し、その適正な保全及び活用を期するととも

に、川崎市の環境政策の理念及び基本原則、環境

施策の基本となる事項及びその施策の策定に関

する手続等を定めることにより、良好な都市環境

の保全及び創造を図り、もって市民の福祉に寄与

することを目的とする。 

（環境政策の理念） 

第２条 市の環境政策は、市民が安全で健康かつ快

適な環境を享受する権利の実現を図るとともに、

良好な環境を将来の世代に引き継ぐことを目的

として展開するものとする。 

２ 市は、市民及び事業者と協力して、環境資源を

適正に管理し、良好な環境を総合的かつ持続的に

創造することにより、現在及び将来の市民生活の

質的向上を図るものとする。 

３ 市の施策は、環境政策を基底として、これを最

大限に尊重して行うものとする。 

 （環境政策の基本原則） 

第３条 市の環境政策は、次に掲げる原則に従うも

のとする。 

(1) 施策の総合性 

(2) 科学的予見性 

(3) 生態系への配慮 

(4) 地球環境への配慮 

(5) 市民の参画と協働 

（環境目標値の設定等） 

第３条の２ 市長は、市民の健康を保護し、生活環

境を保全するための環境上の条件に係る目標値

を、川崎市環境審議会（第 13 条を除き、以下「審

議会」という。）の意見を聴いて設定しなければ

ならない。 

２ 前項の目標値については、常に適切な検討が加

えられ、適宜必要な改定がなされなければならな

い。 

３ 市長は、前２項の規定により目標値を設定し、

又は改定したときは、公表しなければならない。 

 （市の責務） 

第４条 市は、市の施策を実施するに当たっては、

環境への影響を配慮し、市民の意見を尊重して、

 

 

 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、川崎市環境基本条例（平成３

年川崎市条例第 28 号。以下「条例」という。）の

施行について必要な事項を定めるものとする。 

 （用語） 

第２条 この規則で使用する用語の意義は、条例で

使用する用語の例による。 
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良好な環境の保全及び創造に努めなければなら

ない。 

 （市民の責務） 

第５条 市民は、良好な環境の保全及び創造に主体

的に取り組み、自らの生活行動が環境を損なうこ

とのないよう努めるとともに、市の環境施策の推

進に積極的に参画し協力しなければならない。 

 （事業者の責務） 

第６条 事業者は、自らの活動が環境に影響を与え

ている立場を自覚し、環境汚染の防止並びに良好

な環境の保全及び創造に努め、市の規制及び指導

を遵守するとともに、市の環境施策に積極的に協

力しなければならない。 

 （基本的施策） 

第７条 市は、第２条に規定する環境政策の理念の

実現を図るため、この条例に定める手続に従い、

公害の防止、自然環境の保全、環境影響評価等に

係る施策を継続し、その強化に努めるとともに、

次に掲げる施策を重点的に実施するものとする。 

(1) 新たな産業による環境汚染の防止、産業廃棄

物の適正処理等新たな公害防止施策を推進する

こと。 

(2) 自動車公害の防止、生活排水による水質汚濁

の防止、一般廃棄物の適正処理、都市基盤施設の

整備等都市生活型公害の改善を図ること。 

(3) うるおいとやすらぎのある環境の実現を目指

し、利用者に優しい公共施設等の整備、水とみど

りを生かした都市施設の整備、良好な都市景観の

創出、歴史的文化的遺産の保全及び活用等都市ア

メニティの創造を推進すること。 

(4) 水の循環構造の保全、エネルギーの効率的利

用、再生資源の利用促進等自然の循環機能に即し

て市域における環境資源の保全及び活用を図る

こと。 

(5) 地球温暖化の防止、オゾン層の保護、公害防

止技術の国際交流等市における地球環境保全の

ための施策を推進すること。 

(6) 市民が人間と環境とのかかわりについて理解

と認識を深め、責任ある行動がとれるよう、系統

的な環境教育等の推進に努めること。 

(7) 事業活動に伴って生ずる環境への負荷を低減

するため、自主的な環境管理の導入の促進に関す

る施策を推進すること。 

２ 市は、前項に掲げる施策を実施するに当たって

は、都市構造、経済活動及び市民の生活行動様式
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の変革等を含めた総合的対策を考慮するととも

に、適切な市民参加の方策を講ずるよう努めるも

のとする。 

３ 市は、第１項に掲げる施策のうち、広域的な解

決を必要とするものについては、国、近隣の地方

公共団体等と積極的に協議し、その推進に努める

ものとする。 

 

第２章 環境基本計画 

 （環境基本計画） 

第８条 市長は、環境行政を総合的かつ計画的に推

進するため、市における総合的かつ計画的な行政

の運営を図るための基本構想を踏まえ、環境行政

の基本指針となる川崎市環境基本計画（以下「基

本計画」という。）を策定するものとする。 

２ 基本計画には、次に掲げる事項を定めるものと

する。 

(1) 環境政策の目標 望ましい環境像として基本

計画が目指す地域環境の姿を明らかにし、これを

実現していくための目標を環境要素ごとに示す

もの 

(2) 基本的施策 前号に規定する環境政策の目標

を実現するために市が重点的に取り組むべき環

境施策を具体的に示すもの 

(3) 環境配慮指針 市、市民及び事業者が環境資

源を利用する行為等を行う場合に、良好な環境の

保全及び創造のためにそれぞれが配慮すべき事

項を示すもの 

(4) その他良好な環境の保全及び創造に関する重

要事項 

３ 基本計画の対象地域は、川崎市全域とし、広域

的な観点から策定するものとする。 

４ 基本計画の目標期間は、科学技術の進展、社会

状況の変化等を勘案して定めるものとする。 

５ 基本計画の対象とする環境要素は、市民生活に

かかわるものを広く取り入れるよう努めるもの

とする。 

 （基本計画の策定等） 

第９条 市長は、前条に規定する基本計画を策定す

る場合においては、あらかじめ、市民の意見を反

映するための必要な措置を講ずるとともに、審議

会の意見を聴かなければならない。 

２ 市長は、基本計画を策定したときは、速やかに

これを公表しなければならない。 

３ 前２項の規定は、基本計画を変更する場合に準

 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 環境基本計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本計画案の縦覧等） 

第３条 市長は、川崎市環境基本計画（以下「基本

計画」という。）を策定する場合において、その基

本計画の案について広報等に努めるとともに、こ

れを８週間縦覧に供するものとする。 

２ 市長は、前項に規定する縦覧に供する期間の始

期及び終期、場所並びに時間について告示するも

のとする。 
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用する。 

（年次報告） 

第 9条の 2 市長は、基本計画の適正な進行管理を

図るため、市の環境の現状、環境の保全及び創造

に関して講じた施策等について年次報告書を作

成し、これを公表しなければならない。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、年次報告

書について審議会の意見を聴くものとする。 

 

 

 

 

 

第３章 環境行政の総合的調整 

 （総合的調整） 

第 10 条 市は、環境行政の実効的かつ体系的な推

進を図るため、この章に定めるところに従い、次

に掲げる事項について必要な総合的調整を行う。 

(1) 基本計画の策定及び変更に関すること。 

(2)  地球温暖化対策をはじめとする環境施策に関

すること。 

(3) その他環境行政の総合的推進に関すること。 

（環境行政・温暖化対策推進総合調整会議） 

第 11 条 前条に規定する総合的調整を行うため、

川崎市環境行政・温暖化対策推進総合調整会議

（以下「調整会議」という。）を置く。 

２ 調整会議は、市長、副市長、上下水道事業管理

者、病院事業管理者、教育長及び市長が定める職

員をもって組織する。 

３ 前項に定めるもののほか、調整会議について必

要な事項は、市長が定める。 

 （環境調査） 

第 12 条 市は、環境に係る市の主要な施策又は方

針の立案に際し、第 10 条第２号及び第３号に規

定する事項について総合的調整を行う場合は、調

整会議において、環境に係る配慮が十分になされ

ているか、環境の観点から望ましい選択であるか

等についての調査（以下「環境調査」という。）

を行う。 

２ 市長は、環境調査を行うために必要な指針を、

審議会の意見を聴いて作成するものとする。 

 

 

 

 

３ 市民は、基本計画の案について縦覧期間内に市

長に対して意見書（別記様式（略））を提出するこ

とができる。 

 （基本計画の公表） 

第４条 条例第９条第２項に規定する基本計画の公

表は、告示により行うものとする。 

 （準用） 

第５条 前２条の規定は、基本計画を変更する場合

に準用する。 

 （年次報告書の公表） 

第 5条の２ 条例第９条の２第１項に規定する年次

報告書の公表は、告示により行うものとする。 

 

第３章 環境行政・温暖化対策推進総合調整会

議 

  

 

 

 

 

 

 

（組織） 

第６条 川崎市環境行政・温暖化対策推進総合調整

会議（以下「調整会議」という。）を組織する条例

第 11 条第２項に規定する市長が定める職員は、川

崎市事務分掌条例（昭和 38 年川崎市条例第 32 号）

第１条に掲げる局及び本部並びに市民オンブズマ

ン事務局、会計室、区役所、交通局、病院局、消

防局、教育委員会事務局、選挙管理委員会事務局、

監査事務局、人事委員会事務局及び議会局の長（教

育委員会事務局にあっては、教育次長）とする。 

 （会長等） 

第７条 調整会議に会長及び副会長を置き、会長は

市長を、副会長は副市長、上下水道事業管理者、

病院事業管理者及び教育長をもって充てる。 

２ 会長は、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があると

き、又は会長が欠けたときは、会長があらかじめ

定めた順序によりその職務を代理する。 

４ 調整会議は、会長が招集し、その議長となる。 

５ 調整会議は、必要があると認めるときは、関係

者の出席を求め、その説明又は意見を聴くことが

できる。 
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  第４章 環境審議会 

 （環境審議会） 

第 13 条 環境行政の総合的かつ計画的な推進につ

いて調査審議するほか、環境の保全に関する重要

事項について専門的に調査審議するため、川崎市

環境審議会（以下「審議会」という。）を置く。 

２ 審議会は、諮問に応じて、次に掲げる事項を調

査審議する。 

(1) この条例その他環境の保全に関する条例によ

りその権限に属させられた事項 

(2) その他環境施策に関し市長が必要と認めた事

項 

３ 審議会は、委員 30 人以内をもって組織する。 

４ 委員は、市民及び学識経験を有する者のうちか

ら、市長が委嘱する。 

５ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は、前

任者の残任期間とする。ただし、再任を妨げない。 

６ 委員のほか、特別の事項を調査審議させるため

 （事案の付議手続） 

第８条 調整会議における事案は、会長が付議する

ものとする。 

２ 会長が事案を付議しようとするときは、環境局

長に当該事案を整理させた上、調整会議に提出す

るものとする。 

３ 上下水道事業管理者及び第６条に規定する職員

は、調整会議に付議したい事案があるときは、当

該事案の趣旨及び内容を記載した書類に必要な資

料を添えて環境局長を経て会長に提出するものと

する。この場合において、付議したい事案が条例

第 12 条第１項に規定する環境調査に係る事案で

あるときは、同条第２項に規定する指針により作

成した資料を併せて提出するものとする。 

 （報告） 

第９条 削除 

 （幹事会） 

第 10 条 調整会議にその円滑な運営を図るため、幹

事会を置く。 

２ 幹事会について必要な事項は、別に定める。 

 （庶務） 

第 11 条 調整会議の庶務は、環境局において処理す

る。 

 （委任） 

第 12 条 この章に定めるもののほか、調整会議の運

営について必要な事項は、会長が定める。 

 

  第４章 環境審議会 

 （会長及び副会長） 

第 13 条 川崎市環境審議会（以下「審議会」という。）

に会長及び副会長を置き、委員の互選により定め

る。 

２ 会長は、審議会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があると

き、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 

 （会議） 

第 14 条 審議会は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会は、委員及び議事に関係のある臨時委員

の半数以上が出席しなければ、会議を開くことが

できない。 

３ 審議会の議事は、出席した委員及び議事に関係

のある臨時委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

４ 審議会は、調査審議のため必要があると認める
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必要があるときは、審議会に臨時委員を置くこと

ができる。 

７ 臨時委員は、学識経験を有する者その他市長が

適当と認める者のうちから、市長が委嘱する。 

８ 臨時委員は、特別の事項に関する調査審議が終

了したときは、解嘱されるものとする。 

９ 委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏

らしてはならない。その職を退いた後も、また、

同様とする。 

10 審議会は、規則で定めるところにより、部会を

置くことができる。 

11 審議会は、規則で定めるところにより、部会の

決議をもって審議会の決議とすることができる。 

12 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び

運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

  第５章 補則 

 （環境に関する情報の提供） 

第 14 条 市は、良好な環境の保全及び創造に資す

るため、環境に関する情報を積極的に提供するよ

う努めるものとする。 

 （市民等との協働のための措置） 

第 15 条 市は、良好な環境の保全及び創造に関す

る市民の自主的な活動を支援するため、環境に関

する技術等の提供その他必要な措置を講ずるよ

う努めなければならない。 

２ 市は、市、市民及び事業者の協働による環境に

ついての地域における活動を促進するため、協議

組織の整備、相互に交流する機会等に関する支援

のための措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

 （調査研究体制の拡充等） 

第 16 条 市は、科学的予見性に基づく環境行政の

推進を図るため、環境に関する調査研究体制の拡

充、環境科学に関する総合的かつ体系的な調査研

究、環境に関する情報の収集及び分析、他の研究

機関との積極的な交流、技術者の養成等に努めな

ければならない。 

 （財政上の措置） 

第 17 条 市は、良好な環境の保全及び創造の推進

のために必要な財政上の措置を講ずるよう努め

るものとする。 

 （委任） 

第 18 条 この条例の施行について必要な事項は、

市長が定める。 

ときは、関係者の出席を求め、その説明又は意見

を聴くことができる。 

 （部会） 

第 14 条の２ 審議会は、必要があると認めるときは、

部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員及び臨時委員は、会長が指

名する。この場合において、委員及び臨時委員が

２以上の部会に属することを妨げない。 

３ 前２条の規定は、部会に準用する。この場合に

おいて、これらの規定中「川崎市環境審議会（以

下「審議会」という。）」とあり、及び「審議会」

とあるのは「部会」と、「会長」とあるのは「部会

長」と、「副会長」とあるのは「副部会長」と読み

替えるものとする。 

（部会への付議） 

第 14 条の３ 会長は、市長の諮問を受けたときは、

その内容に応じ当該諮問に係る事項を前条第１項

に規定する部会に付議することができる。 

２ 前項の規定により付議を受けた部会は、当該付

議に係る事項について調査審議し、その結果を審

議会に報告するものとする。 

（決議） 

第 14 条の４ 審議会は、条例第 13 条第 11 項の規定

に基づき部会の決議をもって審議会の決議とする

ときは、あらかじめその旨の決議を行うものとす

る。 

（専門委員会） 

第 14 条の５ 部会は、専門の事項を調査するため、

必要に応じ専門委員会を置くことができる。 

２ 専門委員会に委員長を置き、部会長の指名によ

りこれを定める。 

 （庶務） 

第 15 条 審議会の庶務は、環境局において処理する。 

 （委任） 

第 16 条 この章に定めるもののほか、審議会の運営

について必要な事項は、会長が審議会に諮って定

める。 
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   附 則 

 この条例の施行期日は、市長が定める。 

（平成４年６月24日規則第53号で平成４年７月１

日から施行） 

 

   附 則（平成 11 年 12 月 24 日条例第 47 号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して１年を超え

ない範囲内において規則で定める日から施行す

る。ただし、第８条第１項の改正規定は、平成

12 年４月１日から施行する。 

（平成 12年 12月１日規則第 126号で平成 12 年 12

月 20 日から施行） 

（経過措置） 

２ 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例

（平成 11 年川崎条例第 50 号）附則第２項の規定

による廃止前の川崎市公害防止条例（昭和 47 年

川崎市条例第 12 条）第 19 条第１項の規定による

目標値は、この条例による改正後の条例第３条の

2 第 1 項の規定による目標値とみなす。 

 

   附 則（平成 16 年 10 月 14 日条例第 38 号） 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成 16 年 11 月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後最初に改正後の条例（以下「新条例」という。）

第 13 条第 4 項の規定により委嘱される川崎市環

境審議会の委員の任期は、同条第 5 項の規定にか

かわらず、平成 18 年 2月 28 日までとする。 

３ 施行日前に改正前の条例の規定により川崎市環

境保全審議会又は川崎市環境政策審議会に対し

てされた手続その他の行為は、新条例の相当規定

により川崎市環境審議会に対してされた手続そ

の他の行為とみなす。 

（川崎市環境保全審議会条例の廃止） 

４ 川崎市環境保全審議会条例（平成 11 年川崎市

条例第 46 号）は、廃止する。 

 （川崎市環境保全審議会条例の廃止に伴う経過措

置） 

５ この条例の施行の際現に前項の規定による廃止

前の川崎市環境保全審議会条例（以下「旧環境保

全審議会条例」という。）第 3条第 2項の規定に

より委嘱された川崎市環境保全審議会の委員で

 

   附 則 

 この規則は、平成４年７月１日から施行する。 

 

   附 則（平成６年３月 30 日規則第 14 号抄） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成６年４月１日から施行する。 

   附 則（平成９年３月 31 日規則第 11 号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 16 年 10 月 21 日規則第 93 号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成 16 年 11 月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の際現に川崎市環境基本条例の

一部を改正する条例（平成 16 年川崎市条例第 100

号）附則第４項の規定による廃止前の川崎市環境

保全審議会条例（平成 11 年川崎市条例第 46 号。

以下「旧条例」という。）第５条第 1 項の規定によ

り選任された川崎市環境保全審議会の会長及び副

会長である者は、それぞれ第２条の規定による改

正後の川崎市環境基本条例施行規則（以下「新規

則」という。）第 13 条第１項の規定により川崎市

環境審議会の会長、副会長として選任されたもの

とみなす。 

３ この規則の施行の際現に旧条例第８条第２項の

規定により部会に属している委員及び臨時委員で

ある者並びに同条第 3 項において準用する旧条例

第 5 条第 1 項の規定により選任された部会の部会

長及び副部会長である者は、それぞれ新規則第 14

条の２第 4 項の規定により部会に属する委員及び

臨時委員として指名され、並びに同条第５項にお

いて準用する新規則第13条第1項の規定により部

会の部会長及び副部会長として選任されたものと

みなす。 

 
   附 則（平成 17 年３月 31 日規則第 17 号抄） 
 （施行期日） 

１ この規則は、平成 17 年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 19 年３月 30 日規則第 15 号） 

 この規則は、平成 19 年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 20 年３月 31 日規則第 16 号抄） 

 この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 
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ある者は、施行日に新条例第 13 条第 4 項の規定

により川崎市環境審議会の委員として委嘱され

たものとみなし、その任期は、同条第 5項の規定

にかかわらず、施行日における従前の川崎市環境

保全審議会の委員としての任期の残任期間とす

る。 

６ この条例の施行の際現に旧環境保全審議会条例

第3条第4項の規定により委嘱された川崎市環境

保全審議会の臨時委員である者は、施行日に新条

例第 13 条第７項の規定により川崎市環境審議会

の臨時委員として委嘱されたものとみなす。 

 （川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する条

例及び川崎市公害防止等生活環境の保全に関す

る条例の一部改正） 

７ 次に掲げる条例の規定中「川崎市環境保全審議

会」を「川崎市環境審議会」に改める。 

（１）川崎市廃棄物の処理及び再生利用等に関する

条例（平成 4 年川崎市条例第 51 号）第 45 条の 2 

（２）川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条

例（平成 11 年川崎市条例第 50 号）第 128 条 

 （川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例

の一部改正に伴う経過措置） 

８ 施行日前に前項の規定による改正前の川崎市公

害防止等生活環境の保全に関する条例の規定に

より川崎市環境保全審議会に対してされた手続

その他の行為は、新条例の相当規定により川崎市

環境審議会に対してされた手続その他の行為と

みなす。 

 

   附 則（平成 19 年３月 20 日条例第１号抄） 

 （施行期日） 
１ この条例は、平成 19 年４月１日から施行する。 

 

   附 則(平成 23 年７月４日条例第 21 号抄) 

この条例は、地方自治法の一部を改正す法律（平

成２３年法律第３５号）の施行の日又はこの条例の

公布の日のいずれか遅い日から施行する。 

 

   附 則(令和３年３月 24 日条例第８号抄) 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 22 年３月 31 日規則第 10 号） 

 この規則は、平成 22 年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成 28 年３月 31 日規則第 13 号） 

 この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和２年３月 31 日規則第 24 号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則（令和３年３月 31 日規則第 27 号） 

この規則は、令和３年４月１日から施行する。 

 

 

 



川 崎 市 環 境 審 議 会 の 概 要 
 

１ 環境審議会の設立経過 

 【環境保全審議会】 

 ・平成 11 年７月 21 日 川崎市環境行政制度検討委員会から「川崎市環境行政制度の基本的なあ

り方について」答申 

   【審議会関係の答申概要】 

            ・公害対策審議会、自然環境保全審議会、公園緑地審議会、生田緑地利

用計画審議会及び廃棄物対策審議会の５つの審議会を統合 

            ・環境影響評価審議会及び環境政策審議会については、従前どおり存続 

 ・平成 11 年 12 月 24 日 川崎市環境保全審議会条例の制定・公布 

 ・平成 12 年 ３月 １日 環境保全審議会条例の施行、環境保全審議会の発足 

第１期環境保全審議会の任期開始（平成 14 年２月 28 日まで） 

 ・平成 14 年 ３月 １日 第２期環境保全審議会の任期開始（平成 16 年２月 29 日まで） 

 ・平成 16 年 ３月 １日 第３期環境保全審議会の任期開始 

【環境審議会の設置】 

 ・平成 16 年 10 月 14 日 川崎市環境基本条例の一部を改正する条例（平成 16 年川崎市第 100 号）

の制定により、環境保全審議会と環境政策審議会を統合し、環境審議

会を設置 

・平成 16 年 11 月 １日 第１期環境審議会の任期開始（平成 18 年２月 28 日まで） 

・平成 18 年 ３月 １日 第２期環境審議会の任期開始（平成 20 年２月 29 日まで） 

 ・平成 20 年 ３月 １日 第３期環境審議会の任期開始（平成 22 年２月 28 日まで） 

 ・平成 22 年 ３月 １日 第４期環境審議会の任期開始（平成 24 年２月 29 日まで） 

 ・平成 24 年 ３月 １日 第５期環境審議会の任期開始（平成 26 年２月 28 日まで） 

 ・平成 26 年 ３月 １日 第６期環境審議会の任期開始（平成 28 年２月 29 日まで） 

 ・平成 28 年 ３月 １日 第７期環境審議会の任期開始（平成 30 年２月 28 日まで） 

・平成 30 年 ３月 １日 第８期環境審議会の任期開始（令和２年２月 29 日まで） 

・令和 ２年 ４月 １日 第９期環境審議会の任期開始（令和４年３月 31 日まで） 

・令和 ４年 ４月 １日 第10期環境審議会の任期開始（令和６年３月 31 日まで） 

※第９期から委嘱日を４月１日付とした。 

参考資料４



２ 根拠 川崎市環境基本条例（平成３年川崎市条例第 28 号） 

３ 委員名簿 委員名簿のとおり 

４ 川崎市環境審議会の概要 

(1) 目的及び設置（条例第 13 条第１項） 

   環境行政の総合的かつ計画的な推進について調査審議するほか、環境の保全に関する重要事

項について専門的に調査審議するため、川崎市環境審議会を置く。 

(2) 所掌事務（条例第 13 条第２項） 

   審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項を調査審議する。 

  ア この条例その他環境の保全に関する条例によりその権限に属させられた事項 

(ｱ) 環境目標値の設定に関すること。（条例第３条の２第１項） 

 (ｲ) 環境基本計画の策定等に関すること。（条例第９条第１項） 

 (ｳ) 環境基本計画年次報告書に関すること。（条例第９条の２第２項） 

(ｴ) 環境調査を行うために必要な指針の作成に関すること。（条例第 12 条第２項） 他 

イ その他環境の保全に関し市長が必要と認めた事項 

   (ｱ) 法律に定められた審議事項  他 

(3) 部会（条例第 13 条第 10 項） 

   審議会は、規則で定めるところにより、部会を置くことができる。 

 

５ 諮問案件の審議の主な流れ 

川崎市 
 

環境審議会 
 

各部会 
 

※川崎市環境基本条例第 13 条第 11 項及び川崎市環境基本条例施行規則第 14 条の４の規定に基

づき、審議会は、あらかじめ決議を行うことにより、部会の決議をもって審議会の決議とする

ことができる。 

案件 

内容・取扱検討 

内容検討・答申案作成 

答申案確定※ 

諮問 

部会へ付議 
答申案報告 

施策へ反映 

答申 



６ 全体会議の開催状況（平成12年３月１日～令和５年３月31日：70回） 

環 境 保 全 審 議 会 開  催  日 出 席 委 員 

平成11年度第１回 平成12年３月30日 23人 

平成12年度第１回 平成12年４月10日 19人 

平成12年度第２回 平成12年６月21日 23人 

平成12年度第３回 平成12年８月29日 21人 

平成12年度第４回 平成12年９月22日 21人 

平成12年度第５回 平成12年11月24日 16人 

平成13年度第１回 平成13年９月17日 24人 

平成13年度第２回 平成13年12月20日 15人 

平成13年度第３回 平成14年２月28日 24人 

平成14年度第１回 平成14年４月22日 26人 

平成14年度第２回 平成14年10月16日 23人 

平成14年度第３回 平成15年１月30日 23人 

平成15年度第１回 平成15年10月14日 20人 

平成15年度第２回 平成15年12月24日 19人 

平成15年度第３回 平成16年２月９日 19人 

平成16年度第１回 平成16年５月６日 24人 

環 境 審 議 会 開  催  日 出 席 委 員 

平成16年度第１回 平成16年11月１日 20人 

平成17年度第１回 平成17年５月30日 21人 

平成17年度第２回 平成17年９月20日 21人 

平成17年度第３回 平成17年11月30日 21人 

平成18年度第１回 平成18年４月21日 20人 

平成18年度第２回 平成18年11月27日 24人 

平成19年度第１回 平成19年９月10日 21人 

平成19年度第２回 平成19年12月27日 20人 

平成19年度第３回 平成20年２月21日 22人 

平成20年度第１回 平成20年４月23日 19人 

平成20年度第２回 平成20年10月９日 25人 

平成20年度第３回 平成20年12月11日 20人 

平成20年度第４回 平成21年２月17日 18人 

平成21年度第１回 平成21年６月２日 24人 

平成21年度第２回 平成21年７月31日 18人 

平成21年度第３回 平成21年11月26日 18人 

平成21年度第４回 平成22年２月18日 21人 



環 境 審 議 会 開  催  日 出 席 委 員 

平成22年度第１回 平成22年４月22日 21人 

平成22年度第２回 平成22年６月28日 22人 

平成22年度第３回 平成22年10月27日 23人 

平成23年度第１回 平成23年７月19日 18人 

平成23年度第２回 平成23年11月２日 22人 

平成23年度第３回 平成24年２月16日 24人 

平成24年度第１回 平成24年４月20日 22人 

平成24年度第２回 平成24年７月17日 17人 

平成24年度第３回 平成24年12月21日 20人 

平成24年度第４回 平成25年３月27日 23人 

平成25年度第１回 平成25年７月８日 20人 

平成25年度第２回 平成25年11月25日 18人 

平成25年度第３回 平成26年２月３日 18人 

平成26年度第１回 平成26年４月28日 21人 

平成26年度第２回 平成26年11月18日 19人 

平成26年度第３回 平成27年２月９日 21人 

平成27年度第１回 平成27年６月９日 21人 

平成27年度第２回 平成27年10月９日 19人 

平成27年度第３回 平成28年１月14日 17人 

平成28年度第１回 平成28年５月16日 24人 

平成28年度第２回 平成28年11月９日 24人 

平成28年度第３回 平成29年２月７日 24人 

平成29年度第１回 平成29年５月19日 24人 

平成29年度第２回 平成29年11月２日 29人 

平成29年度第３回 平成30年１月29日 16人 

平成30年度第１回 平成30年７月20日 24人 

平成30年度第２回 平成31年２月13日 23人 

令和元年度第１回 令和元年５月16日 25人 

令和元年度第２回 令和２年１月17日 23人 

令和２年度第１回 令和２年７月28日 19人 

令和２年度第２回 令和２年11月19日 19人 

令和２年度第３回（書面による開催） 令和３年１月21日 22人 

令和３年度第１回 令和３年７月13日 17人 

令和３年度第２回 令和３年10月18日 20人 

令和３年度第３回 令和４年２月７日 17人 



環 境 審 議 会 開  催  日 出 席 委 員 

令和４年度第１回 令和４年５月18日 24名 

令和４年度第２回 令和５年１月19日 16名 

令和５年度第１回 令和６年1月29日 15名 



７ 諮問・答申の状況 

諮問年月日 諮  問  事  項 部  会 答申年月日 

H12.4.10 
川崎市環境基本条例に規定する環境目標値及び川崎
市公害防止等生活環境の保全に関する条例に規定す
る対策目標値、対策目標量等について 

公害対策部会 H12.9.26 

H12.4.10 川崎市におけるディーゼル車対策のあり方について 
全体会議 H12.9.26：中間 

ディーゼル車対策特別部会 H14.3.20 

H12.9.22 21世紀における廃棄物行政のあり方について 廃棄物部会 H14.3.20 

H12.11.24 
川崎市緑の基本計画における緑化推進重点地区の設
定について 

緑と公園部会 H13.9.21 

H12.11.24 川崎市における地下水保全対策のあり方について 公害対策部会 H13.9.21 

H13.9.17 川崎市における新たな緑地保全方策について 緑と公園部会 H14.11.11 

H13.9.17 
川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第45
条第１項第１号に規定する排水の規制基準の追加等
について 

公害対策部会 H13.12.27 

H14.10.16 循環型社会を目指した行動計画について 廃棄物部会 H16.2.27 

H14.10.16 黒川広町緑の保全地域の指定について 全体会議 H14.11.11 

H15.1.30 
川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第40
条に規定する大気汚染物質の規制基準（ばいじんに
関する設備の基準）の改正について 

全体会議 H15.2.20 

H15.1.30 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【授産学園福祉の杜、岡上東光院】 緑と公園部会 H15.4.3 

H15.10.14 川崎市地球環境保全行動計画の改訂素案について 全体会議 H16.2.27 

H15.12.24 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【下作延北ノ谷、黒川青少年の森】 緑と公園部会 H16.2.27 

H16.5.6 
川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例にお
ける悪臭の規制基準について 

公害対策部会 H16.11.30 

H16.11.1 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【麻生山淨慶寺、岡上和光山、早野梅ケ谷水源の
森、白幡八幡大神】 

緑と公園部会 H17.2.23 

H17.5.30 
川崎市における建築物環境配慮制度のあり方につ
いて 

総合政策部会 H17.9.30 

H17.5.30 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【万福寺、久末城法谷】 

緑と公園部会 H17.9.30 

H17.9.20 
川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例にお
ける地下水の揚水に係る許可制について 

公害対策部会 H17.12.9 

H18.4.21 川崎市緑の基本計画の改定について 緑と公園部会 H19.10.2 

H18.11.27 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【下作延西谷、野川西耕地、王禅寺源左衛門谷】 

緑と公園部会 H19.1.15 

H19.9.10 環境基本計画年次報告書について 総合政策部会 H20.2.21 

H19.12.27 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【犬蔵、Ｊ－ＰＯＷＥＲ地域共生林、早野梅ヶ谷水
源の森（解除）】 

緑と公園部会 H20.2.21 

H20.4.23 
川崎市一般廃棄物処理基本計画における行動計画の
改定について（諮問） 

廃棄物部会 H20.12.19 



諮問年月日 諮  問  事  項 部  会 答申年月日 

H20.4.23 窒素酸化物に係る大気環境対策について（諮問） 公害対策部会 H21.2.19 

H20.10.9 
川崎市における今後の地球温暖化対策のあり方につ
いて（諮問） 温暖化対策特別部会 

H21.6.4(第1次) 
H22.2.18(第2次) 

H20.10.9 川崎市環境基本計画の改定について（諮問） 総合政策部会 H22.7.6 

H20.12.11 
緑の保全地域の指定等について（諮問） 
【王禅寺大門、王禅寺五郎谷、王禅寺源左衛門谷（解
除）】 

緑と公園部会 H21.2.19 

H21.7.31 長期未整備公園・緑地のあり方について（諮問） 緑と公園部会 H22.2.18 

H21.11.26 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【菅小谷、西生田】 緑と公園部会 H22.2.18 

H22.4.22 今後のアスベスト環境対策のあり方について 公害対策部会 H22.11.1 

H22.6.28 今後の土壌汚染対策のあり方について 公害対策部会 H22.11.1 

H22.10.27 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【夏蒐山修廣寺、片平】 緑と公園部会 H23.2.3 

H23.7.19 今後の水環境保全のあり方について 公害対策部会 H24.2.27 

H23.11.2 
川崎市緑の保全地域の指定について 
【白山神社、柿生の森】 

緑と公園部会 H24.2.27 

H23.11.2 川崎市一般廃棄物処理基本計画における行動計画の 
改定の考え方について 

廃棄物部会 H24.7.31 

H24.4．20 
川崎市の生物多様性地域戦略の策定に向けた基本的

な考え方について 
緑と公園部会 H25.4.9 

H24.12.21 
川崎市緑の保全地域の指定について 

【片平富士塚、天神社鎮守の杜】 
緑と公園部会 H25.4.9 

H24.12.21 川崎市における緑地総合評価の見直しについて 緑と公園部会 H26.2.24 

H25.7．8 川崎市における市営霊園の今後のあり方について 緑と公園部会 H26.12.24 

H25.11.25 
川崎市緑の保全地域の指定について 

【汁守神社、琴平神社、柿生の里山】 
緑と公園部会 H27.2.24 

H26.4.28 
川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定の考え方につ

いて 
廃棄物部会 H27.11.4 

H26.11.18 
川崎市緑の保全地域の指定について 

【等覚院、黒川明坪】 
緑と公園部会 H27.3.16 

H27.6.9 川崎市緑の基本計画の改定について 緑と公園部会 H29.3.23 

H27.6.9 川崎市環境基本計画年次報告書について 総合政策部会 H27.11.4 

H28.1.14 
川崎市緑の保全地域の指定について 

【山王社】 
緑と公園部会 H28.2.25 

H28.11.9 
川崎市地球温暖化対策推進基本計画の改定の考え方

について 

地球温暖化対策推進
基本計画改定部会 

H29.11.16 

H28.11.9 
川崎市緑の保全地域の指定について 

【杉山神社】 
緑と公園部会 H29.3.23 

H29.2.7 
川崎市一般廃棄物処理基本計画における第２期行動

計画の策定の考え方について 
廃棄物部会 H29.11.16 



諮問年月日 諮  問  事  項 部  会 答申年月日 

H30.7.20 
川崎市環境基本計画の改定の基本的な考え方につい

て 
総合政策部会 R2.2.20 

R1.5.16 
大気や水などの環境保全の推進に向けた考え方につ

いて 
公害対策部会 R2.11.27 

R1.5.16 
生物多様性かわさき戦略の改定の基本的な考え方に

ついて 
緑と公園部会 R3.2.16 

R2.1.17 
川崎市緑の保全地域の指定について 

【下作延西谷】 
緑と公園部会 R2.2.20 

R3.1.21 
川崎市地球温暖化対策推進基本計画の改定の考え方

について 

地球温暖化対策推進
基本計画改定部会 

R3.11.2 

R3.1.21 産業廃棄物に関する施策の方向性について 廃棄物施策推進部会 R3.8.20 

R3.7.13 
川崎市緑の保全地域の指定について 

【王禅寺通】 

緑の保全地域指定部
会 

R3.8.20 

R4.5.18 
川崎市地球温暖化対策の推進に関する条例の改正に

向けた重要施策の考え方について 
脱炭素化部会 R4.11.1 

R4.5.18 
環境リスク評価を活用した事業者による自主的な化

学物質管理の促進に向けた考え方について 

大気や水などの環境
保全部会 

R4.11.1 



８ 部会の開催状況（平成12年３月1日～令和２年３月31日） 

(1) 公害対策部会：52回 

部会 開催日 審議事項 

平成12年度第１回 平成12年４月10日 

川崎市環境基本条例に規定する環境目標値及び川崎市

公害防止等生活環境の保全に関する条例に規定する対

策目標値、対策目標量等について 

平成12年度第２回 平成12年４月20日 

平成12年度第３回 平成12年５月18日 

平成12年度第４回 平成12年５月31日 

平成12年度第５回 平成12年６月15日 

平成12年度第６回 平成12年７月13日 

平成12年度第７回 平成12年７月26日 

平成12年度第８回 平成12年８月10日 

平成12年度第９回 平成13年１月29日 

川崎市における地下水保全対策のあり方について 
平成12年度第10回 平成13年３月26日 

平成13年度第１回 平成13年５月30日 

平成13年度第２回 平成13年７月25日 

平成13年度第３回 平成13年11月12日 

川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例第45条

第１項第１号に規定する排水の規制基準の追加等につ

いて 

平成14年度第１回 平成14年７月16日 正副部会長選出、報告事項 

平成14年度第２回 平成14年12月25日 報告事項 

平成16年度第１回 平成16年７月１日 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例に 

平成16年度第２回 平成16年８月23日 おける悪臭の規制基準について 

平成16年度第３回 平成16年10月８日  

平成17年度第１回 平成17年10月13日 川崎市公害防止等生活環境の保全に関する条例に 

おける地下水の揚水に係る許可制について 平成17年度第２回 平成17年11月11日 

平成18年度第１回 平成18年11月27日 正副部長選出 

平成18年度第２回 平成19年２月５日 

平成17年度の大気環境及び水環境の状況について、島

津製作所測定装置による二酸化窒素濃度の測定値の取

扱いについて、NOX・SPM対策の取組状況について 

平成19年度第１回 平成20年１月31日 

地下水の揚水に関する条例改正後の状況について、平成

18 年度大気環境及び水環境の状況について、川崎市環

境技術情報センターについて 

平成20年度第１回 平成20年５月30日 窒素酸化物に係る大気環境対策について 

平成20年度第２回 平成20年11月６日  

平成20年度第３回 平成20年12月24日  

平成21年度第１回 平成21年11月５日 

審議会答申による更なる環境対策の進捗状況及び今後

の予定について、ＰＭ2.5環境調査事業について、化学

物質対策及び化学物質排出削減目標の達成状況につい

て 

平成22年度第１回 平成22年５月21日 今後のアスベスト環境対策のあり方について 

平成22年度第２回 平成22年７月29日 
今後のアスベスト環境対策のあり方について 

今後の土壌汚染対策のあり方について 

平成22年度第３回 平成22年８月26日 今後の土壌汚染対策のあり方について 

平成22年度第４回 平成22年９月29日 
今後のアスベスト環境対策のあり方について 

今後の土壌汚染対策のあり方について 



 

   

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

部会 開催日 審議事項 

平成23年度第１回 平成23年９月７日 

今後の水環境保全のあり方について 平成23年度第２回 平成23年11月14日 

平成23年度第３回 平成24年１月13日 

平成24年度第１回 平成24年11月21日 水環境保全計画の策定について 

平成25年度第１回 平成26年２月21日 環境対策に係る報告について 

平成26年度第１回 平成26年４月28日 正副部会長の選出 

平成26年度第２回 平成27年１月31日 環境対策に係る報告について 

平成27年度第１回 平成27年２月21日 環境対策に係る報告について 

平成28年度第１回 平成28年５月16日 正副部会長の選出 

平成28年度第２回 平成28年８月29日 環境対策に係る報告について 

平成28年度第３回 平成29年１月23日 環境対策に係る報告について 

平成29年度第１回 平成29年９月４日 環境対策に係る報告について 

平成30年度第１回 平成30年７月20日 正副部会長の選出 

平成30年度第２回 平成30年９月５日 
大気環境・水環境・化学物質等の状況に係る報告につい

て 
平成30年度第３回 平成30年12月５日 

平成30年度第４回 平成31年２月５日 

令和元年度第１回 令和元年６月12日 

大気や水などの環境保全の推進に向けた考え方につい

て 

令和元年度第２回 令和元年８月21日 

令和元年度第３回 令和元年10月28日 

令和元年度第４回 令和元年12月５日 

令和元年度第５回 令和２年２月12日 



(2) 緑と公園部会：80回 

部会 開催日 審議事項 

平成12年度第１回 平成12年８月７日 
川崎市緑の基本計画における緑化推進重点地区の設
定について 

平成12年度第２回 平成12年12月21日 

平成12年度第３回 平成13年２月１日 

平成13年度第１回 平成13年10月１日 

川崎市における新たな緑地保全方策について 
平成13年度第２回 平成13年12月27日 

平成13年度第３回 平成14年２月25日 

平成14年度第１回 平成14年８月26日 

平成14年度第２回 平成15年３月13日 
川崎市緑の保全地域の指定について 
［授産学園福祉の杜、岡上東光院］ 

平成15年度第１回 平成16年１月26日 
川崎市緑の保全地域の指定について 
［下作延北ノ谷、黒川青少年の森］ 

平成16年度第１回 平成16年７月１日 正副部会長選出、現地視察          

平成16年度第２回 平成16年12月27日 
川崎市緑の保全地域の指定について 
[麻生山淨慶寺、岡上和光山、早野梅ケ谷水源の森、白
幡八幡大神] 

平成17年度第１回 平成17年７月13日 
川崎市緑の保全地域の指定について 
［万福寺、久末城法谷］ 

平成17年度第２回 平成17年11月30日 緑の基本計画改定について 

平成18年度第１回 平成18年５月17日 正副部会長選出、緑の基本計画の改定について 

平成18年度第２回 平成18年６月30日 緑の基本計画の改定について 

平成18年度第３回 平成18年７月14日  

平成18年度第４回 平成18年９月7日  

平成18年度第５回 平成18年10月19日  

平成18年度第６回 平成18年11月９日  

平成18年度第７回 平成18年12月７日 
川崎市緑の保全地域の指定について 
［下作延西谷、野川西耕地、王禅寺源左衛門谷］ 

平成18年度第８回 平成19年１月10日 緑の基本計画の改定について 

平成18年度第９回 平成19年３月27日  

平成19年度第１回 平成19年４月27日  

平成19年度第２回 平成19年５月11日  

平成19年度第３回 平成19年８月２日  

平成19年度第４回 平成20年２月６日 
川崎市緑の保全地域の指定について 
［犬蔵、Ｊ－ＰＯＷＥＲ地域共生林、早野梅ヶ谷水源
の森（解除）］ 

平成20年度第１回 平成20年10月９日 正副部会長選出 

平成20年度第２回 平成21年１月26日 
川崎市緑の保全地域の指定について 
［王禅寺大門、王禅寺五郎谷、王禅寺源左衛門谷（解
除）］ 

平成20年度第３回 平成21年３月16日 緑の基本計画リーディング事業進捗状況 

平成21年度第１回 平成21年９月７日 長期未整備公園・緑地のあり方について 

平成21年度第２回 平成21年10月７日 (第１～４回) 

平成21年度第３回 平成21年12月７日 川崎市緑の保全地域の指定について[菅小谷、西生田] 

平成21年度第４回 平成22年１月20日 (第３～４回) 



部会 開催日 審議事項 

平成22年度第１回 平成22年６月14日 現地視察 

平成22年度第２回 平成22年９月15日 緑化地域制度について 

平成22年度第３回 平成22年11月24日 
川崎市緑の保全地域の指定について 

［夏蒐山修廣寺、片平］ 
緑地保全の協働による展開について 

平成22年度第４回 平成23年１月28日 緑の基本計画進捗状況報告について 

平成22年度第５回 平成23年２月24日 緑化地域制度について 

平成23年度第１回 平成23年11月14日 
・現地視察 
・緑の保全地域の指定について[白山神社、柿生の森] 

平成23年度第２回 平成23年12月12日 
・緑の実施計画進捗状況報告について  
・臨海のもりづくり取組状況報告について 

平成23年度第３回 平成24年１月16日 ・緑化地域制度について 

平成24年度第１回 平成24年５月22日 ・生物多様性地域戦略の基本的な考え方について 

平成24年度第２回 平成24年８月６日 
・生物多様性地域戦略の基本的な考え方について 
・かわさき臨海のもりづくり緑化推進計画について 

平成24年度第３回 平成24年11月16日 ・生物多様性地域戦略の基本的な考え方について 

平成24年度第４回 平成25年１月９日 
・生物多様性地域戦略の基本的な考え方について 
・緑の実施計画進捗状況報告 

平成24年度第５回 平成25年３月11日 
・現地視察 
・緑の保全地域の指定について 

[片平富士塚、天神社鎮守の杜] 

平成25年度第１回 平成25年７月１日 ・緑地総合評価の見直しについて 

平成25年度第２回 平成25年８月９日 ・市営霊園の今後のあり方について 

平成25年度第３回 平成25年９月11日 ・緑地総合評価の見直しについて 

平成25年度第４回 平成25年10月８日 ・市営霊園の今後のあり方について 

平成25年度第５回 平成25年11月５日 ・緑地総合評価の見直しについて 

平成25年度第６回 平成25年11月29日 ・市営霊園の今後のあり方について 
 平成25年度第７回 平成25年12月20日 

平成25年度第８回 平成26年1月20日 
・市営霊園の今後のあり方について 
・緑の保全地域の指定について 

[汁守神社、琴平神社、柿生の里山] 

平成26年度第１回 平成26年４月28日 ・正副部会長選出 

平成26年度第２回 平成26年６月６日 
・市営霊園の今後のあり方について 
 

平成26年度第３回 平成26年８月11日 

平成26年度第４回 平成26年10月15日 

平成26年度第５回 平成27年１月13日 ・緑の保全地域の指定について[等覚院、黒川明坪] 

平成27年度第１回 平成27年６月22日 

・川崎市緑の基本計画の改定について 

平成27年度第２回 平成27年７月13日 

平成27年度第３回 平成27年９月16日 

平成27年度第４回 平成27年10月28日 

平成27年度第５回 平成27年12月４日 

平成27年度第６回 平成28年２月２日 
・川崎市緑の基本計画の改定について 
・緑の保全地域の指定について[山王社] 

平成28年度第１回 平成28年５月16日 

・正副部会長選出 
・川崎市緑の基本計画の改定について 
・川崎市緑の基本計画の改定について 

平成28年度第２回 平成28年５月25日 

平成28年度第３回 平成28年６月27日 

平成28年度第４回 平成28年７月25日 

平成28年度第５回 平成28年８月31日 

平成28年度第６回 平成28年11月22日 

平成28年度第７回 平成29年１月10日 
・川崎市緑の基本計画の改定について 
・緑の保全地域の指定について[杉山神社] 



 

 

部会 開催日 審議事項 

平成29年度第１回 平成29年10月12日 ・川崎市緑の基本計画の策定状況について 

平成29年度第２回 平成30年１月24日 
・都市公園法改正に伴う川崎市都市公園条例の改正に
ついて 
・緑の実施計画進捗状況の報告について 

平成30年度第１回 平成30年７月20日 
・正副部会長選出 
・川崎市都市公園条例の一部改正について 

平成30年度第２回 平成30年10月17日 ・川崎市都市公園条例の一部改正等について 

平成30年度第３回 平成31年２月８日 
・緑の実施計画進捗状況の報告について 
・生物多様性かわさき戦略に基づく取組状況について 

令和元年度第１回 令和元年７月12日 
・生物多様性かわさき戦略の改定について 

令和元年度第２回 令和元年10月31日 

令和元年度第３回 令和２年２月13日 
・緑の保全地域の指定について 
・緑の実施計画進捗状況の報告について 
・生物多様性かわさき戦略の改定について 



 (3) 廃棄物部会：62回 

 

部会 開催日 審議事項 

平成12年度第１回 平成13年２月２日 

２１世紀における廃棄物行政のあり方について 

平成12年度第２回 平成13年３月26日 

平成13年度第１回 平成13年５月31日 

平成13年度第２回 平成13年７月27日 

平成13年度第３回 平成13年10月12日 

平成13年度第４回 平成13年11月30日 

平成13年度第５回 平成14年１月18日 

平成14年度第１回 平成14年10月29日 

循環型社会を目指した行動計画について 

平成14年度第２回 平成14年11月25日 

平成14年度第３回 平成15年１月27日 

平成14年度第４回 平成15年３月25日 

平成15年度第１回 平成15年５月15日 

平成15年度第２回 平成15年６月９日 

平成15年度第３回 平成15年９月17日 

平成15年度第４回 平成15年12月９日 

平成15年度第５回 平成16年１月27日 

平成16年度第１回 平成16年10月14日 正副部会長選出、一般廃棄物処理基本計画素案報告 

平成17年度第１回 平成17年５月19日 一般廃棄物処理基本計画報告 

平成18年度第１回 平成18年７月５日 
正副部会長選出、一般廃棄物処理基本計画報告、（仮称）
かわさき生ごみリサイクルプラン策定検討会議報告 

平成18年度第２回 平成18年11月17日 かわさき生ごみリサイクルプラン素案について 

平成19年度第１回  平成19年10月15日 
ごみ収集日変更後の状況について、かわさきチャレン
ジ・３Ｒ（川崎市一般廃棄物処理基本計画）の進捗状
況について、第５期分別収集計画について 

平成19年度第２回 平成20年２月14日 
かわさきチャレンジ・３Ｒ（川崎市一般廃棄物処理基
本計画）について 

平成20年度第１回  平成20年５月29日 

川崎市一般廃棄物処理基本計画における行動計画の改
定について 

平成20年度第２回 平成20年７月８日 

平成20年度第３回 平成20年８月６日 

平成20年度第４回 平成20年10月23日 

平成21年度第１回 平成21年８月28日 
川崎市一般廃棄物処理基本計画の一部(行動計画)改定
等について 
平成20年度 市民ごみ排出実態調査について 

平成21年度第２回 平成22年２月２日 
川崎市一般廃棄物処理基本計画における第１期行動計
画の取組結果について 
(仮称)３Ｒチェックシートについて 

平成22年度第１回 平成22年８月３日 
第１期行動計画取組結果への意見とその対応について 
平成21年度の進捗状況の報告について 
平成22年度予算の主な事業について 

平成22年度第２回 平成22年11月29日 
一般廃棄物処理基本計画進捗状況の意見対応について 
ﾐｯｸｽﾍﾟｰﾊﾟｰ、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装の分別収集について 
一般廃棄物処理基本計画の評価手法について 

平成22年度第３回 平成23年２月１日 
一般廃棄物処理基本計画の評価手法について 
第５次産業廃棄物処理指導計画（案）について 

平成23年度第１回 平成23年６月９日 
今後のごみ焼却処理施設の整備に関する基本的な考え
方（案）について 



 

部会 開催日 審議事項 

平成23年度第２回 平成23年８月19日 

・「今後のごみ焼却処理施設の整備に関する基本的な
考え方」（案）について  
・川崎市一般廃棄物処理基本計画（かわさきチャレン
ジ・３Ｒ）平成22年度進捗状況について 

平成23年度第３回 平成23年11月2日 
・一般廃棄物処理基本計画における行動計画の改定に
ついて 

平成23年度第４回 平成23年12月27日 

平成23年度第５回 平成24年１月13日 

平成24年度第１回 平成24年６月６日 

・一般廃棄物処理基本計画における行動計画案市民意
見について 
・「一般廃棄物処理基本計画における行動計画の改定
について」部会報告（案） 

平成24年度第２回 平成24年11月15日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画（かわさきチャレン
ジ・３Ｒ）平成23年度進捗状況について 
・施設見学（新王禅寺処理センター） 

平成25年度第１回 平成25年10月８日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画（かわさきチャレン
ジ・３Ｒ）平成24年度進捗状況について 

平成26年度第１回 平成26年４月28日 
・正副部会長の選出 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定に向けて 

平成26年度第２回 平成26年５月27日 

・川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定に向けて 平成26年度第３回 平成26年７月28日 

平成26年度第４回 平成26年９月１日 

平成26年度第５回 平成26年10月27日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定について 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画（かわさきチャレン
ジ・3R）平成25年度進捗状況について 

平成26年度第６回 平成26年12月22日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定に向けて 

平成26年度第７回 平成27年３月17日 

平成27年度第１回 平成27年５月15日 

・川崎市一般廃棄物処理基本計画の改定について 
平成27年度第２回 平成27年７月10日 

平成27年度第３回 平成27年９月１日 

平成27年度第４回 平成27年12月22日 

平成28年度第１回 平成28年５月16日 ・正副部会長の選出 

平成28年度第２回 平成28年11月17日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画（かわさきチャレン
ジ・3R）平成27年度達成状況について 
・廃棄物処理手数料等の見直しについて 

平成28年度第３回 平成29年２月７日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画第2期行動計画の改
定について 

平成28年度第４回 平成29年３月22日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画第2期行動計画の改
定について 

平成29年度第１回 平成29年５月16日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画第2期行動計画の改
定について 

平成29年度第２回 平成29年７月20日 

平成29年度第３回 平成29年10月3日 

平成29年度第４回 平成29年12月27日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画（ごみ減量 未来へ
つなげる エコ暮らしプラン）平成 28 年度達成状況
について 

平成30年度第１回 平成30年７月20日 
・正副部会長の選出、川崎市一般廃棄物処理基本計画
第２期行動計画について 

平成30年度第２回 平成31年３月28日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画平成 29 年度達成状
況について 

令和元年度第１回 令和元年８月19日 ・平成30年度ごみ排出量速報について 

令和元年度第２回 令和２年１月15日 
・川崎市一般廃棄物処理基本計画平成 30 年度達成状

況について 



(4) ディーゼル車対策特別部会：９回 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

部会 開催日 審議事項 

平成12年度第１回 平成12年12月25日 

川崎市におけるディーゼル車対策のあり方について 

平成12年度第２回 平成13年２月15日 

平成13年度第１回 平成13年４月23日 

平成13年度第２回 平成13年７月２日 

平成13年度第３回 平成13年８月23日 

平成13年度第４回 平成13年10月16日 

平成13年度第５回 平成13年11月26日 

平成13年度第６回 平成13年12月10日 

平成13年度第７回 平成14年２月６日 



(5) 総合政策部会：30回 

 

部会 開催日 審議事項 

平成16年度第１回 平成17年１月27日 部会長選出、環境基本計画年次報告書の報告等 

平成17年度第１回 平成17年６月 ７日 
川崎市における建築物環境配慮制度のあり方につ

いて 
平成17年度第２回 平成17年６月28日 

平成17年度第３回 平成17年８月30日 

平成17年度第４回 平成18年１月26日 環境基本計画年次報告書の報告等 

平成18年度第１回 平成19年１月25日 部会長選出、環境基本計画年次報告書の報告等 

平成19年度第１回 平成19年９月19日 

環境基本計画年次報告書について 平成19年度第２回 平成19年11月30日 

平成19年度第３回 平成20年１月25日 

平成20年度第１回 平成20年12月４日 

川崎市環境基本計画の改定について 

平成20年度第２回 平成21年１月28日 

平成20年度第３回 平成21年３月17日 

平成21年度第１回 平成21年５月29日 

平成21年度第２回 平成21年６月30日 

平成21年度第３回 平成21年10月28日 

平成21年度第４回 平成22年１月25日 

平成22年度第１回 平成22年６月１日  

平成22年度第２回 平成23年２月21日 環境基本計画年次報告書について 

平成23年度第１回 平成24年１月16日 環境基本計画年次報告書について 

平成27年度第１回 平成27年６月９日 正副部会長選出、環境基本計画年次報告書について 

平成27年度第２回 平成27年７月15日 
環境基本計画年次報告書について 

平成27年度第３回 平成27年９月４日 

平成30年度第１回 平成30年８月２日 
正副部会長選出、川崎市環境基本計画改定の基本的な

考え方について 

平成30年度第２回 平成30年10月19日 

川崎市環境基本計画改定の基本的な考え方について 

平成30年度第３回 平成31年１月７日 

平成30年度第４回 平成31年３月22日 

令和元年度第１回 令和元年６月12日 

令和元年度第２回 令和元年８月８日 

令和元年度第３回 令和元年10月25日 

令和元年度第４回 令和元年12月23日 



(6) 温暖化対策特別部会：11回 

 

(7) 地球温暖化対策推進基本計画改定部会：６回 

 

以下、令和２年度から、審議会部会体制の見直しを図り、常設部会を廃止し、諮問案件に応じ、部会を設置する

こととした。 

(8) 大気・水環境に係る計画策定部会 

 

(9) 生物多様性戦略改定部会 

 

部会 開催日 審議事項 

平成20年度第１回 平成20年11月13日 

川崎市における今後の地球温暖化対策のあり方につい

て 

平成20年度第２回 平成21年１月23日 

平成20年度第３回 平成21年２月19日 

平成20年度第４回 平成21年３月19日 

平成21年度第１回 平成21年４月17日 

平成21年度第２回 平成21年５月15日 

平成21年度第３回 平成21年６月17日 

平成21年度第４回 平成21年７月22日 

平成21年度第５回 平成21年９月30日 

平成21年度第６回 平成21年11月24日 

平成21年度第７回 平成22年１月19日 

部会 開催日 審議事項 

平成28年度第１回 平成28年11月9日 

川崎市地球温暖化対策推進基本計画の改定の考え方に

ついて 

平成28年度第２回 平成28年12月27日 

平成28年度第３回 平成29年3月27日 

平成29年度第１回 平成29年7月7日 

平成29年度第２回 平成29年8月29日 

平成29年度第３回 平成29年10月16日 

部会 開催日 審議事項 

令和２年度第１回 令和２年７月28日 
川崎市における大気や水などの環境保全の推進に向け

た考え方について 
令和２年度第２回 令和２年９月３日 

令和２年度第３回 令和２年10月22日 

部会 開催日 審議事項 

令和２年度第１回 令和２年７月28日 
生物多様性かわさき戦略の改定の基本的な考え方につ

いて 
令和２年度第２回 令和２年11月25日 

令和２年度第３回 令和２年12月23日 



 

(10) 地球温暖化対策推進基本計画改定部会 

 

(11)  廃棄物施策推進部会 

 

(12)  緑の保全地域指定部会 

 

(13)  脱炭素化部会 

 

(14)  大気や水などの環境保全部会 

 

部会 開催日 審議事項 

令和２年度第１回 令和３年１月28日 

川崎市地球温暖化対策推進基本計画の改定の考え方に

ついて 

令和２年度第２回 令和３年３月19日 

令和３年度第１回 令和３年４月19日 

令和３年度第２回 令和３年５月28日 

令和３年度第３回 令和３年７月29日 

令和３年度第４回 令和３年８月24日 

令和３年度第５回 令和３年10月７日 

部会 開催日 審議事項 

令和２年度第１回 令和３年１月28日 

産業廃棄物に関する施策の方向性について 令和２年度第２回 令和３年３月９日 

令和３年度第１回 令和３年５月14日 

部会 開催日 審議事項 

令和３年度第１回 令和３年７月13日 緑の保全地域の指定について 

部会 開催日 審議事項 

令和４年度第１回 令和４年５月31日 

川崎市地球温暖化対策推進に関する条例の改正に向け

た重要施策の考え方について 

令和４年度第２回 令和４年７月27日 

令和４年度第３回 令和４年８月22日 

令和４年度第４回 令和４年９月13日 

令和４年度第５回 令和４年10月13日 

部会 開催日 審議事項 

令和４年度第１回 令和４年６月２日 環境リスク評価を活用した事業者による自主的な化学

物質管理の促進に向けた考え方について 令和４年度第２回 令和４年８月22日 



 

令和６年度の川崎市の組織（環境審議会関係） 

 

環境局 総務部 庶務課

企画課

脱炭素戦略推進室

環境対策部 地域環境共創課

環境評価課

環境対策推進課

環境保全課

生活環境部 減量推進課

収集計画課

廃棄物指導課

川崎生活環境事業所

廃棄物政策担当

中原生活環境事業所

宮前生活環境事業所

多摩生活環境事業所

施設部 処理計画課

施設整備課

施設建設課

浮島処理センター

橘処理センター

王禅寺処理センター

環境総合研究所

建設緑政局

緑政部 みどりの管理課

みどりの事業調整課

みどり・多摩川協働推進課

みどりの保全整備課

霊園事務所

夢見ヶ崎動物公園

生田緑地整備事務所

【環境局】

【建設緑政局】

～
～

～
～
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